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建設生産プロセス全体を通じた生産性の向上を図るため，技術開発や技術基準の改訂等の取り組みを推

進している．積算プロセスでも多くの労力を要しており，特に，事務所等では，設計成果報告書を見なが

ら積算システム上に手作業で数量や積算条件を入力しているが，設計成果と積算システムのデータ連携を

効率的に行うことにより，生産性の向上が図られるだけでなく，違算の防止にも寄与する可能性がある． 
本稿は，開発を進めている次期積算システムにおいて，設計段階で作成したデータと積算システムを連

携させるための機能を実装するために，機能要件等を検討した結果について報告する．  
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1. はじめに 
 
国土交通省では，建設生産プロセス全体を通じた生産

性の向上を図るため，技術開発や技術基準の改訂等の取

り組みを推進している．積算プロセスでも多くの労力を

要していることから，生産性の向上が求められている． 
国土交通省の事務所等では，設計成果報告書を見なが

ら積算システム上で数量や積算条件を手入力しているの

が実態である．この作業が不要となることは数量の入力

間違えや積算条件の選択間違え等による違算の防止にも

寄与するものである． 
本稿は，現在，開発を検討している次期積算システム

において，設計段階で作成する数量集計表と積算システ

ムを連携させるために，積算基準に則った様式構造及び

その更新が簡便となることを基本として，設計データの

積算システムへの取り込み方法及び数量分割についての

検討結果を報告するものである． 
 
 
2. 実施方針 
 
設計段階から積算システムへのデータ受け渡しについ

ては以下の2つの機能が必要である．それぞれの機能に

ついて，資料収集やヒアリングを通じて現状の業務フロ

ーとその課題を把握した上で，課題を解決するために，

必要なシステムの機能要件について検討を行った． 
機能１：数量集計表の情報を正確かつ効率的に積算シ

ステムに取り込む機能 
機能２：工事の発注範囲の数量を分割する機能 

 
 
3. 検討内容 
 
(1) 数量集計表の情報を正確かつ効率的に積算システ

ムに取り込む機能 
a)  現状の業務フローと課題 
設計業務標準仕様書では，積算に必要な情報をまとめ

た「数量集計表」とその数量の根拠となる「計算書」を

提出することとされている． 
現在の設計業務成果で提出された数量集計表の例を 

表-1に示す． 
工事工種体系では工事を構成する基本単位区分を「細

別」（レベル４）と呼ぶが，細別の他にその規格，数量

が記載されており，場合によっては小計値の行が挿入さ 
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れている． 
積算に必要な情報としては，当該工事で実施する 
・細別 
・細別毎の数量 
・細別毎の単価を決定する積算条件（表-2に例） 

の３点があるが，例示した規格・寸法欄の情報だけでは，

細別毎の積算条件が網羅されてされておらず，設計報告

書を読み込んで確認しなければ，積算を行うことができ

ない状況にある． 
 

表- 2 積算条件の例 
 
 
 
 
 
 
また，細別については，必要な項目自体が不足してい

るものも見られた．細別を網羅し，工事間の統一をもた

らすために標準的な構成を整理した工事工種体系（表-
3）が作成されており，この順番や構成に基づいて作成

されたデータにはなっていない． 
 

表- 3 工事工種体系の定義と概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この不整合を回避する手段として，数量集計表には様

式（案）が定められており，国総研ホームページ上で公

表されている（表-4に一例）．しかしながら，この様式

は，積算条件を確実に指定させる観点から，積算条件の

組み合わせ通りの行がすべて設定されていて，積算条件

に合致する行のみに数量を記載する様式になっている．

このことで，例えば，表-2に例示した「間知ブロック

張」の様式の行数は3,529行にもおよび，これらの行の

中から積算条件に合致する１行を探しだして数値を入力

する必要があり，業務報告書として編集して体裁を整え

るということは不便であり現実的でないことから，使用

されていない． 
 

表- 4 現在の数量集計表様式（案） 
レベル1(工事区分) レベル2(工種) レベル3(種別) レベル4(細別) レベル5(規格) レベル6(積算要素)

積算用単
位

数量計算
用単位

数　　量　　区　　分 合計 A地区 B地区 備　　　　考

－ － － 0.0 0 .0 0.0 0.0 0.0 0.0

間知ブロック張 m2 m2 間知ブロック規格 裏込材規格
裏込材10m2当り

使用量

胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ

規格

胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ

10m2当り使用量
遮水シートの有無

150kg未満控え

350(m2）滑面タイプ
再生砕石 RC-40 － 18-8-25（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-25（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

生コンクリート各種 － 有り 0.0

無し 0.0

不要 － 有り 0.0

無し 0.0

再生砕石 RC-80 － 18-8-25（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-25（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

生コンクリート各種 － 有り 0.0

無し 0.0

不要 － 有り 0.0

無し 0.0

砕石 C-40 － 18-8-25（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（普通） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-25（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

18-8-40（高炉） － 有り 0.0

無し 0.0

生コンクリート各種 － 有り 0.0

無し 0.0

不要 － 有り 0.0

無し 0.0  

 
MS-Excel等のマクロ機能等を活用して，工事工種大系

や積算条件等の情報を組み込んだ様式を作成することも

考えられたが，この様式を整備，管理するためには多大

な手間とコストを要するため，採用には至らなかった． 
 
b) 解決策 
積算システムと連携するには，数量集計表において，

積算基準に則り，コンパクトになる様式構造が必要であ

り，またその更新が比較的簡便であることが求められる． 
この対応策として，積算システムの機能を限定したも

のを設計コンサルタントに貸与し，これに入力したもの

を積算においてそのまま活用する手法を提案する． 
ただし，この手法にて行う場合，設計段階では積算条

件として決定していないもの（例えば，昼夜作業や暑中

コンクリートの養生方法）が存在するため，設計段階で，

入力すべき積算条件と入力しなくて良い積算条件を区別

して，表示するシステムとすることを機能要件として追

加する必要がある． 
 
(2)  工事の発注範囲の数量を分割する機能 

a)  現状の業務フローと課題 
一般に設計業務は，整備を行う一連区間をまとめて行

うことが一般的で，工事単位で数量を抽出するものでは

ない．このため，前節で述べたシステムで情報を受け取

った後，予算等に応じて当年度に発注する工事内容を切

表- 1 設計業務成果の数量集計表の例 
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り出したり，いくつかの工区に分割するために，工種や

数量を切り分けたりする必要がある． 
現状の作業について，実務経験者にヒアリングを行っ

たところ， 
① 事務所の工務課長等が設計時に使用された概算単

価や全体事業費を参考におよその分割案を提示 
② 事務所の担当者や積算支援業務で分割案に基づき，

積算システムを使って設計書を仕上げて工事費を

算出 
という業務フローがとられていることがわかった． 
しかしながら，上記の②の結果，想定していた予算額

と乖離していた場合には，再度①②の作業を繰り返すト

ライ＆エラーが行われており，これに手間がかかってい

るとのことであった． 
分割する際には，平面的に区間を分ける方法や，道路

工事のように，路床と路盤・表層部分とを分けて発注す

るなど水平に分ける場合もあり，特に水平に分けるには，

トライ＆エラーの頻度が多くなるとのことであった． 
 

b) 解決策 
数量の切り分けは，将来的には，BIM/CIMモデルによ

り行われることが期待されているが，現状においては３

Dモデルの切断方法，モデルの詳細度等に応じた属性情

報の分割方法等，実装に向けて解決すべき課題も多い． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このため，今回は設計業務の成果として，数量集計表

と併せて提出される数量計算書についても取り込む機能

を導入し，この表上で工事毎に対象範囲を選択すること

で，工区割りを行うこととした． 
図-1に具体的なイメージを示す． 
数量集計表の様式においても，築堤や道路盛土等の連

続的な土構造物については一定間隔で設定される設計断

面毎の数量を，橋脚等の構造物が複数整備される場合に

は構造物毎の数量を内訳として整理することとされてい

る． 
この内訳表上で工事の割り振りを指定することによっ

て，工事毎に指定された細別の数量だけが集計される機

能を実装することとした．振り分けは着色表示すること

で，二重計上や拾い忘れが防止できる． 
また，現在はＣＡＤソフトや表計算ソフトでこのよう

な内訳表が作成されることも多いことから，汎用的なフ

ァイル形式での取り込みや一部の数値のみの取り込みも

可能なよう機能要件に加えることとした． 
この機能によって，工事毎に切り分けた細別毎の数量

に単価を掛け合わせることで，工事費を積算を行うこと

ができる．ただし，各細別の単価を決定するためには，

すべての積算条件が入力されている必要があるが，前述

したように設計段階では設定できない積算条件もある． 
そこで，設計段階で設定できない積算条件については，  
・単価が最も低くなる積算条件 
・実績として最も選択されている積算条件 
・単価が最も高くなる積算条件 

の3つの条件選択結果をあらかじめデータとして準備し，

①～③の積算条件を代入した3種類の工事費を参考提示

することとした．更に，参考金額に幅がありすぎて，工

区分割が実施できない場合には，金額の幅を大きくして

いる順に入力（選択）できていない積算条件を表示し，

積算条件を選択させる補完機能を実装することとした．   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このような最低・最頻・最高が表示する内部データは

あらかじめ作成しておくのか，積算条件に応じて都度算

出（計算）するのかは，プロトタイプでのシステム負荷

の状況により判断することにしている． 
 
 
4. その他のシステム機能要件 

 
設計数量インポート機能のシステム機能要件をまとめ

図-1 発注範囲の数量を分解する機能 

63



 

 4

ると，以下のようになる． 
システム機能要件とは，ユーザーがシステムに対して

求めている機能のことである． 
 
【システム機能要件】 
・工事別数量算出のための工区分割は測点位置，横断

位置，施工箇所の施工位置で行うため，設計数量に

対する施工位置の設定ができる 
・工事別数量の集計計算は工種毎に数量単位（ｍ，㎡，

ｍ3，ｔ，式，個，箇所など）が異なっているため，

按分計算，集計計算を使用した数量の小計処理がで

きる 
・工事工種体系の「細別」毎に付与される数量につい

て，直接入力できるほか，数量の内訳表（工事の測

点や構造物等毎に数量を整理した表）から単独の数

値等及び複数の表形式の数値等の形式で入力できる 
・積算システムに入力した「細別」とその数量及び規

格をＣＳＶ 形式で羅列した「数量集計表」を出力で

きる 
・「細別」毎の数量が入力された状況下において複数

の工事に設計数量を分割できる 
 
いずれの機能要件も次期積算システムの開発を待たず

に，先行して現行積算システムにも取り込むことが可能

な機能である． 
 
 
 

 

5. 検討結果の反映及び課題 
 
令和5年度までに，検討した主要なシステム機能要件

等を現在の土木工事積算システム上に実装するプロトタ

イプを作成しているところである． 
また，設計業務の成果の一部として，本機能を使用し

て作成した，数量集計表及び数量計算書を提出すること

を想定している．そのためには，設計業務の受注者であ

る建設コンサルタントはこれまではあまり意識としてこ

なかった工事工種体系や積算条件も把握する必要があり，

これらの周知や勉強会，設計仕様書等の基準類の改定も

必要に応じて実施していく必要があると考えている． 
 
 

6. おわりに 

 
設計数量インポート機能のさらなる改善のため，両機

能のプロトタイプを積算担当者，設計担当者等に試用し

ていただき，機能要件の精査及び詳細検討を行うことと

している． 
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IMPLEMENTATION METHOD OF DESIGN QUANTITY IMPORT FUNCTION IN 

TOTALIZATION SYSTEM 
 

Satoshi HOSODA, Tatsuya TSUTSUMI and Kenta SEKINE 
 

In order to improve productivity throughout the construction production process, The estimation pro-
cess also requires a lot of labor, especially in offices, etc., manually selecting quantity input and estima-
tion conditions on the estimation system while looking at the design result report, but by efficiently pass-
ing data, productivity can be improved as well as may contribute to the prevention of irregularities. 

Reports the results of examining the specific functional requirements of the next quantity estimation 
system under development in order to implement a function for passing data created at the design stage to 
the quantity surveying system. 
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